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	ただ今から、令和7年度第2回丸亀市自治推進委員会を開会いたします。

＜資料の確認＞

現在14名の委員のうち12名のご出席をいただいておりますので、丸亀市附属機関設置条例に基づき、会議が有効に成立していることをご報告させていただきます。

それでは、議事に移ります。「議題1. 自治基本条例の見直しについて」事務局より説明をお願いします。

＜事務局より説明＞

ただ今の説明につきまして、ご意見、ご質問がございましたらお願いします。

自治基本条例の見直しは、5年を超えない期間での見直しが定められておりますので、作業を進めていきたいと思います。今日は初回ということで、条例の見直しに関しての今後の大まかな方針やスケジュールをご確認いただき、検証方法について議論いただきたいと思います。

今回は、検証のスケジュールや検証の基本的なやり方を確認したいと思います。検証の方法は、市民アンケートを材料に行う、逐条的な見直し、この二本立てになります。会議の回数も限られているので、過去の検討結果の報告書を読んでおいてください。例えば、コミュニティ活動と市民公益活動協働といった形で、まとまった内容のブロックごと、テーマごとに関係する条文を、見ていくという形でやるのが合理的だと思います。ご異議がなければ、基本的にはブロックごとの、ある程度まとまった単位で、考えていくやり方でいいかと思いますが、いかがでしょうか。進め方について、何かご意見等ございましたらお願いいたします。

これまで何回か、見直しの検証を行っておりますが、条例の条文自体に手を加えるということは、基本しておりませんが、制度の趣旨をより適正に反映させるためには、運用方法を改善したほうがいいのではないかという報告書が出ております。条文自体に、手は加えないが、具体的な取り組みとして、運用改善に合わせて条文本体とは別に、逐条解説の部分を少し手直ししていくというものです。
まずは、改正が必要かどうか、また、改正の必要はないが逐条解説なども含めた実際の運用面に関わるような部分で改善ができるのではないか、という2つの議論になります。必要なら改正しなければならないということもあります。例えば、地方自治法が改正されて、改正法等現行の自治基本条例に齟齬が出る、何かつじつまが合わなくなっているという場合は、当然ながら自治基本条例の改正が必要になりますが、基本はあまりありません。
今の検証の方法を絡めて、スケジュールの中で、例えば5月7月9月ということで、内容的にこの量だと分割していくのか、毎回同じことを繰り返していくのか、どういう進め方をするのか教えていただきたいと思います。

令和3年の報告書の3、コミュニティ活動と市民公益活動、協働という大きなテーマのくくりに関連する条文が、第12条第1項からありますが、ブロックごとに関係する条文を見て、ここは改正が必要か、検証を行なっていただきたい。
アンケートは済んでいるとのことですが、アンケートの結果を見ながら、議論をさせていただくという理解でよろしいでしょうか。

アンケ―ト集計の作業中ですので、出来次第、お示しをしたいと思います。

第2回審議会のときまでに、資料をあらかじめ読んでおき、意見がある場合は、整理して、ここでお話しするというような理解でよろしいでしょうか。

その通りです。条文をはじめ、過去の報告書はかなりの分量ですので、一度に全部は難しいと思うので、1つのテーマを定めてそれに関する条文や過去の検証結果なども見ていきながら議論していただきたいと思います。それまでに皆さんの方で、資料に目を通していただくという作業が必要になるかと思いますがいかがでしょうか。
大体1日、何時間ぐらいで議論が終わりますか。終わりの時間はぜひ決めていただきたい。今までは、何時までされていたのか。
平成28年度ですが、大体2時間、20時30分くらいの記録があります。
条例の改正というと大変な作業ですが、運用面での改善例えば、逐条解説の文言の改め方は、それほど難しい作業ではありませんので、できるだけご意見の趣旨を反映する形で、報告書に入れ込んでいくということでいいのかと考えております。

前回も参加させていただきましたが、限られた時間の中で効率的にするために事前にワークシートを配っていたと思いますが、今回も同じようにするのでしょうか。

そういう形で進めていければいいかと思います。大きなテーマごとにあらかじめワークシートへ書いていただくとある程度どういうご意見が出てくるかということを把握した上で、議論に入れるので、会議の進捗が円滑になるかと思います。これまでと同じような方法でいかがでしょうか。ワークシートで少しご負担をおかけしますが、無理に書かなければならないというわけではありませんので、ご意見のある方は書いていただくという形でお願いします。

手軽な手続きで、憲法改正がされるというのは大変なことなので、よく考えないといけません。今までそういった実例がないので、その後の扱いについて事務局と相談する必要があります。
条例の中に、第10章　条例の見直しという条項がありますが、検証するということが他の条例で決められていて、その検証結果を市長が判断して、変えると判断されたら、事務局が議会に諮ると決められていると理解しているのですが。

この条例は、かなり手間暇かけて、平成の大合併が行われる前からこの自治基本条例を検討する会議が、市民も含めて何度も開かれてきました。この場で、改正が必要だという意見が出たので、改正案を作ります、議会に諮ります、でいいのかどうかは、ちょっと疑問です。市長からこういう改正を考えているが、審議会で検討くださいという諮問という形ではなく、あくまでも報告書という形ですから、もし改正が必要だということになれば、正式に審議会に諮問されたり、関係する他の委員会の意見も伺う必要があるのではないかと思います。限られた少数のメンバーで、改正まで行うのは、慎重な手続きをとったほうがいいと思います。その辺は具体的に書かれていませんが、我々は、決められたこの報告書を出せば、それで、責務を果たしたということになるかと思います。ただ、南海トラフとか危機管理体制の整備みたいなものを追加している例もありますが、危機管理や防災などは、総合計画に書かれていますので、無理に入れなくてもいいのではないかと思います。もし、新しいものを加えようとすると難しい話になり、皆さんで議論していただくことになります。
今言われた防災の視点とか、すごく大事だと思います。そういう防災とかの視点の条項が入ってないのであれば、私は、条項に入れるべきだと思います。今、会長に言われて初めてそういう視点がインプットされました。こんな視点があればみたいなものを例示いただければ、非常にありがたいです。坂出や高松など他の自治体で、そういう視点を入れた情報があれば、非常に検証しやすいのではないかと思います。
他市の状況について、調べたいと思います。
新しくこの危機管理という条項を追加した自治体は結構な数あります。例えば他の自治体でどういう条項を加えたとか分かれば、考える材料になります。他市における自治基本条例の改正状況みたいなものをできる限り調べておきますが、事務局の方もこの辺のところの情報を集めていただきたいと思います。
今回は、初回ということで、全体的な進め方について議論いただきました。次回以降、もしかしたらワークシートといったものがお手元に届くかもしれませんので、その際にはご対応よろしくお願いいたします。
次に議事2、第三次丸亀市総合計画の報告について、事務局の方よりご説明をお願いいたします。

＜事務局より説明＞
何かご質問やご意見ございましたらお願いいたします。
コミュニケーションフレームのシールや付箋等があったら使いたいと思いました。
今後、検討していきたいと思います。
大変親しみやすく、工夫が施されている印象で、関係する箇所が、すぐわかるような仕組みでかなり身近に総合計画を感じていただける気がします。
先ほど自治基本条例の中で、危機管理体制の整備の条項を入れている自治体の話をしましたが、総合計画で言うと60ページ基本方針3、「安心して暮らせるまち」の基本施策9、「防災・危機管理体制の強化」に、災害とか危機的な状況に関する対応がここに具体化されています。自治基本条例とこの総合計画はいわば車輪の両輪みたいな形ですが、具体的な行政の施策やサービスの内容とかは、総合計画の方に書かれています。自治基本条例は何を書いているかというと、かなり抽象的ですが、総合計画を作るための手続きというか、パブリックコメントなど、そういう手続き、或いは情報共有みたいな、実際に策定される背景や前提など必要な仕組みが書かれています。
例えばこの施策を、自治基本条例の中に入れ込んだほうがいいという議論も出てきそうですが、さっき言った危機管理体制というのは、総合計画の中にちゃんと位置付けて書かれています。これを自治基本条例の中に入れるかどうかとなると危機管理体制、管理体制の整備が、具体的な施策の1つ上のレベルの規範に持ち上げられる感じがします。そこまでする必要があるのかというところは、考え方が色々あると思います。その辺は自治基本条例レベルの話なのか、総合計画レベルの話なのか、仕分けがちょっと難しい気がします。自治基本条例の改正、見直しを考える上でも、総合計画とはどういうものかをご理解いただいた上で、考えていただくのがいいと思います。
総合計画5ページの、出生数が700人。2025年が、673人。2029年に400人プラスに持っていくけど人口が減っていく、それだけの力が今、丸亀市にあるのかというのは、正直疑問です。予想で多分500人台になるのではと思っています。頑張るという気かもしれないが、強気だと正直思いました。総合計画34ページには、学生がいて、若手社会人がいて、小さい子を育てる世帯がいて、中高生を育てる親がいて、シニアがいて、多様なスタイルで暮らす市民がいると示されています。また、結婚してない人が増えています。結婚しないという選択をしている世代が30代20代だと思いますが、氷河期世代の人が結婚したかったが、できなかった人たちがいます。この人たちが今55歳。団塊ジュニア世代と言われている方々で氷河期世代でもあります。この方々が、丸亀市の人口の中でも、最も多いです。次が70代、ここの世代に結婚している方が少ないと想定できます。人口比率で一番高いところにいる方が、34～41ページを見て、こういうことできるかなというものがあったらいいのかなと、感じました。

あともう1点61ページ、関係団体をどこまで書くかなんですが、先ほどの防災危機管理体制の強化です。自主防災訓練や講習に絡むのは、防災士会やＮＰＯ法人だと思いますが、こういうところに参加するにはどうしたらいいのか。消防団のＰＲはしているが入団できるのか等よく分らない、自主防災組織があるけどよくわからない。自治会とかに入ってないけどもＮＰＯ法人等で動いている若い方は結構います。ＮＰＯ法人、防災士会など、こういう活動があるのを知っているが、どう手を上げたらいいのか分からない方々向けに、詳細はＱＲコードを見る、という風にすればいいと思いました。
この総合計画の中にはそこまで詳しくは書けないですが、市民への情報提供という形で、その組織に関わる具体的な方法の情報提供を拡充するという方向で、ご検討いただければよりよいものになるかとは思います。
続きまして議題3番、令和7年度、第二次丸亀市協働推進計画進ちょく状況について、事務局よりご説明をお願いいたします。
＜事務局より説明＞
私たちのＮＰＯ法人もマルタスで活動させていただいております。小さいお子さんから保護者の方、学生さん、いろんな世代の方が、いろんな活動をしておられますが、学生が、今日はマルタスで何をしているのだろうと、勉強しながら、無意識にそういうことを考えるのは、すごいことだと思います。第三次丸亀市総合計画を見ても、戻ってきたい市を目指しているのがすごく分かります。マルタスで、様々な人の活動に興味を持って見ている学生さんがいるということは、段々と次の世代に繋がっていくのかなと思います。若い人たちが育ち、若い人たちが戻ってくるまちは本当にすごいと思います。若い人たちと交流がしたい、若い人たちが自分たちも何かしたいと考えています。すごいことだと思います。私たちも活動させてもらってありがたいといつも感じています。
今、一番多いのは一人暮らしです。核家族はすごく減っています。この表の中に、一人暮らしの人がいないというのはすごく大きな問題だと思います。単身世帯の増加が進行しており、非正規労働者の男性がとても多くなり、孤独死も増え、そういう人たちをどうするのかということも、考えていかないといけないと思います。多様性と言いながら、単身世帯のことを考えないというのは、ちょっと矛盾のような気がします。

ブロックごとに検討していくのはいいですが、どのブロックから先に検討していくのか、どこに一番比重を置くのかを考えないといけないと思います。デジタル化も大事だとは思いますが、人が大事とのことで、そこが基本理念になると、そこから始めるべきかと思います。
この二、三年で日本社会は変わったので、条例の中身も変えた方がいいと思います。多様性を目指す人を大事にするというなら、このブロックを一番議論すべきじゃないかと思います。
私たちＮＰＯ法人は、協働事業を実施していますが、協働事業と委託事業の違いは何だろうと感じながら、実施している現状があります。それぞれの違いはなんだろ、それは団体が考える部分ではあるが、結論的には、丸亀市がどうするかだと思いますので、丸亀市がどう考えて、どういう方向性でいくかを市民団体に伝わるようにしていただけるとありがたいです。
委託と協働というところを分けるとすれば、協働というのは、委託ではあるけれど、ともに作り上げていくのが強みで、委託というのは下請け的な感じの要素が少し増えていくような感じだと思います。ルール、覚書的みたいなのをつけるなど何か工夫があればいいのかと思います。
委託と協働は、線引きが難しいです。イメージからすると協働事業というのは、市や民間団体がそれぞれの長所を出し合いながら、事業を行うことで、委託というのは言い方は悪いですが、丸投げみたいな形かと思います。例えば、その事業に関して民間団体だけでやるより、丸亀市と協働というだけで、公的な信頼感で事業が進むということもあると思います。個人的な意見です。
＜事務局より説明＞
＜前田委員より説明＞
　　　　　　自治会加入率　＜　関係人口増加
　　　　　自治会支援ボランティア団体と丸亀活性化グループ（案）

少子高齢化は、今後どの地域でも顕在化していく問題だと思います。活性化の方策ということで、例えば自治会の加入率や自治会のあり方とか、どう考えていけばいいかということは、今後、大きな問題になってくると思います。

大変丁寧に、データを言って作っていただきました。今日は、時間がありませんので無理ですが、今後、何回か会議がありますので、時間が取れる範囲で皆さんのご意見を、伺っていきたいと思っております。

他にないようでしたら本日の会議はこれで、終了ということにしたいと思います。
次回ですが5月を予定しております。

今日ワークシートの話も出ましたが事前に皆様にお伺いすることがございます。

ご協力のほどよろしくお願いいたします。

＜閉会＞
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